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都市再生緊急整備協議会の規約及び要綱の改正について 

 

 

１ 改正する規約及び要綱 

 

① 神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約 

② 神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 会議及び部会 運営要綱 

③ 神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 会議及び部会 傍聴要綱 

 

 

２ 改正内容 

① 「神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約（案）」のとおり 

② 「神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 会議及び部会 運営要綱（案）」

のとおり 

③ 「神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 会議及び部会 傍聴要綱（案）」

のとおり 

 

 

３ 理由 

神戸三宮駅周辺・臨海地域の都市再生緊急整備地域について、今回、都市開発

事業等の機運が高まりつつあるエリアにおいて、本市から内閣府に対して地域拡

大に係る申出を行い、この度、内閣府においてパブリックコメント等所要の手続

きを経た上で、令和4年4月26日に地域拡大に関する政令の閣議決定、同年5月2日

に同政令の公布・施行され、都市再生緊急整備地域が拡大されました。 

それに併せて、地域名称が「神戸都心・臨海地域」に変更されたため、都市再

生緊急整備協議会の規約及び要綱についても改正いたします。 

資料２ 
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神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約（案） 

 

 （設置） 

第一条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号。以下「法」という。）第十九条第一

項の規定に基づき、神戸都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会（以下「協議会」という。）

を組織する。 

  

（目的） 

第二条 協議会は、神戸都心・臨海地域における緊急かつ重点的な市街地の整備に関し必要な協

議並びに法第十九条の二第一項に規定する整備計画及び法第十九条の十五第一項に規定する

都市再生安全確保計画の作成並びにこれらの計画の実施に係る連絡調整を行うことを目的と

する。 

 

 （協議会の構成） 

第三条 協議会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関

係行政機関の長 

二 兵庫県知事 

三 神戸市長 

四 法第十九条第二項の規定に基づき、前三号に掲げる者が協議して加えることとした法第十

九条第二項に規定する独立行政法人の長等 

 

 （協議会の会長） 

第四条 協議会の会長は、内閣総理大臣とする。 

２ 会長は、協議会の会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する協議会の構成員が、その職務を代理す

る。 

 

 （会議の構成） 

第五条 協議会の会議（以下単に「会議」という。）は、法第十九条第七項の規定に基づき、第

三条各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

 

 （会議の議長） 

第六条 会議に議長を置き、会議の構成員の互選により選任する。 

２ 議長は、会議の会務を総理し、会議を代表する。 

３ 議長に事故があるときは、あらかじめその指名する会議の構成員が、その職務を代理する。 

 

 （会議の招集） 

第七条 会議は、議長が招集する。 

２ 議長は、協議を行うため特に必要があると認める者に、会議への出席等必要な協力を依頼す



 3 / 13 

 

ることができる。 

３ 会議の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として会議に出席させることができ

る。この場合において、代理人が会議に出席したときは、当該構成員は、会議に出席したもの

とみなす。 

 

 （議事） 

第八条 議長は、会議の議事を総理する。 

２ 会議は、会議の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 議事は、出席した会議の構成員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところに

よる。 

４ 法令により特別の定めがある事項については、前項の規定にかかわらず、法令の規定により

決する。 

５ 議長は、会議の議決の結果について、速やかにこれを公表する。 

 

 （書面による議事） 

第九条 議長は、やむを得ない理由により会議を開くことができない場合においては、事案の概

要を記載した書面表決により会議の開催に代えることができる。 

 

 （議決権の委任） 

第十条 会議に出席できない会議の構成員は、書面をもって表決し、又は他の会議に出席する構

成員に議決権の行使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したも

のとみなす。 

 

 （協議結果の尊重） 

第十一条 法第十九条第十一項の規定に基づき、会議において協議が調った事項については、協

議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

 

 （部会）  

第十二条 議長は、特定の区域又は事項に関し必要な協議及び調整等を行うため、協議会に部会

を置くことができる。 

２ 部会は、次の各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関

係行政機関の長 

二 兵庫県知事 

三 神戸市長 

四 第三条第四号の規定に基づき、加えることとした独立行政法人の長等のうち、当該区域又

は事項に関連のある者として、前三号に掲げる者が協議して加えることとした者 

五 前号に掲げる者のほか、当該区域又は事項に関連のある者として、第一号から第三号まで

に掲げる者が協議して加えることとした者 

３ 部会に部会長を置き、部会の構成員の互選により選任する。 
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４ 部会長は、部会の会務を総理し、部会を代表する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめその指名する会議の構成員が、その職務を代理す

る。 

６ 部会は、部会長が招集し、その議事は、部会の決するところによる。 

７ 法令により特別の定めがある事項については、前項の規定にかかわらず、法令の規定により

決する。 

８ 部会は、部会の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

９ 部会長は、やむを得ない理由により部会を開くことができない場合においては、事案の概要

を記載した書面表決により部会の開催に代えることができる。 

10 部会の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として部会に出席させることができ

る。この場合において、代理人が部会に出席したときは、当該構成員は、部会に出席したもの

とみなす。 

11 部会に出席できない部会の構成員は、書面をもって表決し、又は他の部会に出席する構成員

に議決権の行使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したものと

みなす。 

12 部会長は、協議を行うため特に必要があると認める者に、部会への出席等必要な協力を依頼

することができる。 

13 部会長は、部会の議決の結果について、議長にその結果を報告し、速やかにこれを公表する。 

14 議長は、部会の議決については、会議での議決を得たものとみなすことができる。 

 

 （幹事会） 

第十三条 会議又は部会での議事等を補佐し、必要な協議及び調整等を行うため、別に定めると

ころにより、会議又は部会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織及び運営に関する事項その他必要な事項は、別に定める。 

 

 （事務局） 

第十四条 協議会の庶務は、関係者の協力を得て、内閣府において処理する。 

２ 会議の庶務は、議長の所属する団体において処理する。 

３ 部会の庶務は、部会長の所属する団体において処理する。 

 

 （雑則） 

第十五条 この規約の改正は、議長が会議に諮って行う。 

２ 法令及びこの規約に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が会議に諮っ

て定める。 

 

附 則 

この規約は、平成 28年 12月８日から施行する。 

附 則 

この規約は、令和４年〇月〇日から施行する。 
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神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約 

 

 （設置） 

第一条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号。以下「法」という。）第十九条第一

項の規定に基づき、神戸三宮駅周辺・臨海地域都市再生緊急整備協議会（以下「協議会」とい

う。）を組織する。 

  

（目的） 

第二条 協議会は、神戸三宮駅周辺・臨海地域における緊急かつ重点的な市街地の整備に関し必

要な協議並びに法第十九条の二第一項に規定する整備計画及び法第十九条の十三第一項に規

定する都市再生安全確保計画の作成並びにこれらの計画の実施に係る連絡調整を行うことを

目的とする。 

 

 （協議会の構成） 

第三条 協議会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関

係行政機関の長 

二 兵庫県知事 

三 神戸市長 

四 法第十九条第二項の規定に基づき、前三号に掲げる者が協議して加えることとした法第十

九条第二項に規定する独立行政法人の長等 

 

 （協議会の会長） 

第四条 協議会の会長は、内閣総理大臣とする。 

２ 会長は、協議会の会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する協議会の構成員が、その職務を代理す

る。 

 

 （会議の構成） 

第五条 協議会の会議（以下単に「会議」という。）は、法第十九条第七項の規定に基づき、第

三条各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

 

 （会議の議長） 

第六条 会議に議長を置き、会議の構成員の互選により選任する。 

２ 議長は、会議の会務を総理し、会議を代表する。 

３ 議長に事故があるときは、あらかじめその指名する会議の構成員が、その職務を代理する。 

 

 （会議の招集） 

第七条 会議は、議長が招集する。 

２ 議長は、協議を行うため特に必要があると認める者に、会議への出席等必要な協力を依頼す

（参考）改正前 
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ることができる。 

３ 会議の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として会議に出席させることができ

る。この場合において、代理人が会議に出席したときは、当該構成員は、会議に出席したもの

とみなす。 

 

 （議事） 

第八条 議長は、会議の議事を総理する。 

２ 会議は、会議の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 議事は、出席した会議の構成員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところに

よる。 

４ 法令により特別の定めがある事項については、前項の規定にかかわらず、法令の規定により

決する。 

５ 議長は、会議の議決の結果について、速やかにこれを公表する。 

 

 （書面による議事） 

第九条 議長は、やむを得ない理由により会議を開くことができない場合においては、事案の概

要を記載した書面表決により会議の開催に代えることができる。 

 

 （議決権の委任） 

第十条 会議に出席できない会議の構成員は、書面をもって表決し、又は他の会議に出席する構

成員に議決権の行使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したも

のとみなす。 

 

 （協議結果の尊重） 

第十一条 法第十九条第十一項の規定に基づき、会議において協議が調った事項については、協

議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

 

 （部会）  

第十二条 議長は、特定の区域又は事項に関し必要な協議及び調整等を行うため、協議会に部会

を置くことができる。 

２ 部会は、次の各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関

係行政機関の長 

二 兵庫県知事 

三 神戸市長 

四 第三条第四号の規定に基づき、加えることとした独立行政法人の長等のうち、当該区域又

は事項に関連のある者として、前三号に掲げる者が協議して加えることとした者 

五 前号に掲げる者のほか、当該区域又は事項に関連のある者として、第一号から第三号まで

に掲げる者が協議して加えることとした者 

３ 部会に部会長を置き、部会の構成員の互選により選任する。 
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４ 部会長は、部会の会務を総理し、部会を代表する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめその指名する会議の構成員が、その職務を代理す

る。 

６ 部会は、部会長が招集し、その議事は、部会の決するところによる。 

７ 法令により特別の定めがある事項については、前項の規定にかかわらず、法令の規定により

決する。 

８ 部会は、部会の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

９ 部会長は、やむを得ない理由により部会を開くことができない場合においては、事案の概要

を記載した書面表決により部会の開催に代えることができる。 

10 部会の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として部会に出席させることができ

る。この場合において、代理人が部会に出席したときは、当該構成員は、部会に出席したもの

とみなす。 

11 部会に出席できない部会の構成員は、書面をもって表決し、又は他の部会に出席する構成員

に議決権の行使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したものと

みなす。 

12 部会長は、協議を行うため特に必要があると認める者に、部会への出席等必要な協力を依頼

することができる。 

13 部会長は、部会の議決の結果について、議長にその結果を報告し、速やかにこれを公表する。 

14 議長は、部会の議決については、会議での議決を得たものとみなすことができる。 

 

 （幹事会） 

第十三条 会議又は部会での議事等を補佐し、必要な協議及び調整等を行うため、別に定めると

ころにより、会議又は部会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織及び運営に関する事項その他必要な事項は、別に定める。 

 

 （事務局） 

第十四条 協議会の庶務は、関係者の協力を得て、内閣府において処理する。 

２ 会議の庶務は、議長の所属する団体において処理する。 

３ 部会の庶務は、部会長の所属する団体において処理する。 

 

 （雑則） 

第十五条 この規約の改正は、議長が会議に諮って行う。 

２ 法令及びこの規約に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が会議に諮っ

て定める。 

 

附 則 

この規約は、平成 28年 12月８日から施行する。



 8 / 13 

 

神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 

会議及び部会 運営要綱（案） 
 

（趣旨） 

第一条 この要綱は、神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約（以下「規約」

という。）第十五条第二項に基づき、神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会会

議及び部会（以下「会議・部会」という。）の運営の基本に関する事項を定めるものと

する。 

 

（基本方針） 

第二条 会議・部会は、公開とし、会議・部会の開催に必要な事項は別途定める。 

 ただし、会議を公開することにより、法人等の競争上の地位、その他正当な利益を害す

る恐れがある場合など、非公開をすることが適当であると認められる場合、会議・部会

における議決により、公開しないことができる。 

２ 規約第八条第五項及び第十二条第十三項に規定する公表については、会議・部会終了

後すみやかに、資料及び要旨に関して神戸市ホームページに掲載するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 28年 12月 8日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年〇月〇日から施行する。 
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神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 

会議及び部会 運営要綱 
 

（趣旨） 

第一条 この要綱は、神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会規約（以下「規

約」という。）第十五条第二項に基づき、神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整

備協議会会議及び部会（以下「会議・部会」という。）の運営の基本に関する事項を定

めるものとする。 

 

（基本方針） 

第二条 会議・部会は、公開とし、会議・部会の開催に必要な事項は別途定める。 

 ただし、会議を公開することにより、法人等の競争上の地位、その他正当な利益を害す

る恐れがある場合など、非公開をすることが適当であると認められる場合、会議・部会

における議決により、公開しないことができる。 

２ 規約第八条第五項及び第十二条第十三項に規定する公表については、会議・部会終了

後すみやかに、資料及び要旨に関して神戸市ホームページに掲載するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 28年 12月 8日から施行する。 

 

 

（参考）改正前 
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神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 

会議及び部会 傍聴要綱（案） 
 

（趣旨） 

第一条 この要綱は、神戸都心・臨海地域 都市再生緊急整備協議会会議及び部会（以下

「会議・部会」という。）の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（傍聴席の区分） 

第二条 会場に傍聴席を設けるものとし、傍聴席は、一般席及び記者席に分ける。 

 

（傍聴人の定員） 

第三条 一般席の傍聴人の定員は 10名とする。ただし、議長又は部会長が必要と認めた場

合については、この限りではない。 

 

（傍聴席に入ることができない者） 

第四条 次に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

一 会議の妨害となると認められる器物等を携帯している者 

二 酒気を帯びていると認められる者 

三 前２号に掲げるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがあると

認められるものを持っている者 

 

（傍聴人の守るべき事項） 

第五条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

一 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

二 騒ぎ立てないこと。 

三 飲食又は喫煙を行わないこと。 

四 前各号に掲げるもののほか、会議の秩序を乱し、又は妨害となるような行為をしな

いこと。 

 

（撮影及び録音等の禁止） 

第六条 傍聴人は、傍聴席において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならない。

ただし、議長又は部会長の許可を得た者は、この限りではない。 

 

（傍聴人の退場） 

第七条 傍聴人は、会議・部会を非公開とする決定があったときは、速やかに退場しなけ

ればならない。 

 

（係員の指示） 

第八条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 
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（違反に対する措置） 

第九条 傍聴人がこの要綱に違反するときは、議長又は部会長は、これを制止し、その命

令に従わないときは、これを退場させることができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成 28年 12月 8日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年〇月〇日から施行する。 
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神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会 

会議及び部会 傍聴要綱 
 

（趣旨） 

第一条 この要綱は、神戸三宮駅周辺・臨海地域 都市再生緊急整備協議会会議及び部会

（以下「会議・部会」という。）の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（傍聴席の区分） 

第二条 会場に傍聴席を設けるものとし、傍聴席は、一般席及び記者席に分ける。 

 

（傍聴人の定員） 

第三条 一般席の傍聴人の定員は 10名とする。ただし、議長又は部会長が必要と認めた場

合については、この限りではない。 

 

（傍聴席に入ることができない者） 

第四条 次に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

一 会議の妨害となると認められる器物等を携帯している者 

二 酒気を帯びていると認められる者 

三 前２号に掲げるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがあると

認められるものを持っている者 

 

（傍聴人の守るべき事項） 

第五条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

一 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

二 騒ぎ立てないこと。 

三 飲食又は喫煙を行わないこと。 

四 前各号に掲げるもののほか、会議の秩序を乱し、又は妨害となるような行為をしな

いこと。 

 

（撮影及び録音等の禁止） 

第六条 傍聴人は、傍聴席において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならない。

ただし、議長又は部会長の許可を得た者は、この限りではない。 

 

（傍聴人の退場） 

第七条 傍聴人は、会議・部会を非公開とする決定があったときは、速やかに退場しなけ

ればならない。 

 

（係員の指示） 

第八条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 

 

（参考）改正前 
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（違反に対する措置） 

第九条 傍聴人がこの要綱に違反するときは、議長又は部会長は、これを制止し、その命

令に従わないときは、これを退場させることができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成 28年 12月 8日から施行する。 

 

 

 


